
 

 

＜オープニング・セッション＞ 

篠原徹也・日本ウズベキスタン経済委員会会長／ 

三菱商事㈱執行役員 グローバル総括部長 

開会挨拶・基調報告 

 

 尊敬するクドラトフ・ウズベキスタン共和国投資・産業・貿易大臣閣下、ご来賓のアブドゥラ

フモノフ駐日ウズベキスタン共和国特命全権大使閣下、経済産業審議官松尾様、ご列席のみなさ

ま、今回、初めて共同議長を務めます日本ウズベキスタン経済委員会会長の篠原でございます。

どうぞ宜しくお願い致します。 

 本日は、両国から多数お集まり頂き合同会議を開催できますことを大変嬉しく思います。さて、

2022年９月のタシケントにおける第16回合同会議では、両国が国交樹立後、30年間に亘り、実り

ある活動を行ってきたことが高く評価されました。そして、友好関係のさらなる発展に向け、幅

広い分野でのプロジェクトについて相互に提案し、両国の歴史の新たな１ページを開きました。 

 今回は、前回の議論をさらに発展させるとともに、現下の国際情勢の変化に即し、特に、カー

ボンニュートラル、イノベーション、IT、そして新しい輸送網の４分野にフォーカスしておりま

す。これらの分野における両国の協力の可能性について、両国の企業、政府関係機関から報告や

提案を頂きます。そして、本日の成果として、本会議の議定書をはじめ、多くの協力文書が署名、

交換される予定となっています。 

 本日の会議がご出席の皆様にとって実り多いものとなりますことを祈念し、私の開会のご挨拶

とさせていただきます。 

 続いて、本会議の基調報告として、両国の経済協力の課題と展望についてお話し致します。 

 日本とウズベキスタンの間の経済分野での結びつきは大変強固です。特に近年は、経済分野に

とどまらず、政治、文化、学術等のあらゆる分野においてかつてないほど盛んに交流が行われて

おります。私自身も、昨年11月に、ROTOBOのミッションの一員としてウズベキスタンを訪問し、

両国関係がダイナミックに発展していることを実感しました。 

 次に、日本とウズベキスタンの貿易の状況と課題についてです。2023年の二国間貿易高は、２

億7,100万ドルと前年比で17.9％減少しています。また、輸出入の内訳を見ると、日本の輸出超過

となっている点も指摘しなければなりません。例えば、本年１月から６月までで、日本からウズ

ベキスタンへの輸出は前年同期比の３倍となったものの、ウズベキスタンから日本への輸入は前

年同期比の55％にとどまっています。つまり、両国間の貿易をさらに活性化させ、貿易の不均衡

を是正することが我々の課題になります。 

 続いて、ウズベキスタンにおけるビジネス環境に触れます。今日ウズベキスタンでは、70社以

上の日本企業が活動しています。近年、ウズベキスタンのビジネスに新たに関心を持つ企業は

益々増えています。それと同時に、さらなるビジネス環境の改善に向けた課題も指摘されるよう

になっています。 

 この点、ウズベキスタンで活動する日本企業によって構成される、ウズベキスタン日本商工会

が、「ウズベキスタンにおけるビジネス環境の課題と改善提案書」を作成しまして、我々にもそ

れをお寄せ頂きました。非常に重要な内容ですので、この機会にその一部をご紹介致します。 



 

 

 １つ目は、外国企業の外国人駐在員の就労ビザについての改善要望です。現在、日本人派遣駐

在員の就労ビザの有効期間は１年となっていますが、更新時期がすぐにやってきてしまうため、

現場に負担がかかっております。そのため、これを事務所登録と同様に３年に延長していただく

よう希望しています。 

 ２つ目は、現地法人の社名選択についてです。現在、「Uzbekistan」又は「Uz」などウズベキス

タンの国名又はその略称の社名への使用が制限されていますが、外資系企業にとっては海外進出

に当たり現地法人の社名に地理的な区別を付けることも重要です。そのため、国名や略称を社名

に使用できるよう改善してほしいというものです。 

 ウズベキスタン日本商工会の改善提案書には、他にもいくつかの課題と改善要望が含まれてい

ますが、これらは、日本企業がウズベキスタンでビジネス活動をさらに活性化させるための建設

的かつ重要な提案だと考えます。こちらは、ウズベキスタン日本商工会がウズベキスタン政府に

書面で提出する予定とのことですので、ウズベキスタン政府の皆さまにおかれましては、ビジネ

ス環境改善のため、日本企業との対話を継続していただければ大変ありがたく存じます。 

 次に、現在の日本の課題についてお話しをします。10月27日に行われた総選挙の結果、日本で

は与党が大きく議席を減らしました。今後、政府は緊張感をもって政権運営にあたることになり

ます。その上で、30年にわたるデフレ経済からの脱却、賃金問題、少子高齢化、といった難しい

課題は引き続き残っていて、これに対する取り組みが非常に重要だと考えています。 

 加えて、気候変動に起因する異常気象、それに伴う自然災害の頻発化・激甚化にも対処しなけ

ればなりません。企業の観点からDXを加速させ、生産性向上・賃上げを通じた成長型経済への

移行を達成する必要があります。加えて、持続可能な社会の実現に向け、再生可能エネルギーの

利活用等を通じたGXへの取り組みを加速しなければなりません。 

 このように日本は多くの課題を抱えていますが、それらの解決のためには信頼できる友好国と

の連携強化も重要になってくると思います。その中で、ウズベキスタンは日本が最も信頼できる

パートナー国の１つであります。従って、これまでの長い友好関係のもと、今後はDXやGXとい

った新たな分野や人材交流も含めたウズベキスタンとの関係強化と深化が日本の成長にとって

も不可欠ではないかと考える次第です。 

 最後に、私の所属する三菱商事もウズベキスタンとの協力の深い歴史がありますので簡単にご

紹介させていただきます。弊社はウズベキスタン独立後の1993年にタシケント事務所を設立しま

した。1990年代は地方空港の近代化、無償ODA第一号案件としての小児病院向け医療機器の供与、

また、2000年代後半には国内３カ所の化学プラントから放出される亜酸化窒素削減プロジェクト

を実施しました。近年はインフラ事業に注力しており、2010年代より複数の天然ガス火力発電所

の新設に取組み、そこに継続して三菱パワー製ガスタービンを納入しているほか、ナヴォイ肥料

プラント案件にも取り組んでいます。 

 今後は、ウズベキスタンのカーボンニュートラル・産業高度化といった分野でも協力関係を強

化して参りたいと考えております。一例として、再生可能エネルギーの需給予測の誤差改善がご

ざいます。発電量が自然状況に左右される再生可能エネルギーは、需要と供給を一致させる調整

が困難ですが、弊社はデジタル技術を活用してこれの最適化に取り組んでいます。このようにウ

ズベキスタンの産業の近代化というところにも注力してまいりたいと思います。 

 以上述べましたように、日本企業、そして日本ウズベキスタン経済委員会は、これからも両国



 

 

の経済関係の強化、そしてウズベキスタンの長期的な経済発展に貢献して参ります。引き続き、

貴国のご支援、ご協力をお願い申し上げ、私の基調報告とさせていただきます。 

 

 

  



 

 

L.クドラトフ・ウズベキスタン日本経済委員会会長代行／ 

ウズベキスタン共和国投資・産業・貿易大臣 

開会挨拶・基調報告 

 

 日本ウズベキスタン経済合同会議の関係者の皆様にこのような大変レベルの高い会議を準備

していただきましたこと、そして温かい歓迎をしていただきましたことを心より感謝いたします。

日本は我が国にとって信頼できるパートナーであり、親しい友であり、22年前にアジアで初めて

ウズベキスタンが戦略的パートナーシップを結んだ国でもあります。2019年にシャフカト・ミル

ジヨエフ・ウズベキスタン共和国大統領が日本を訪問し、これにより二国間パートナーシップに

新たな弾みが与えられ、また、経済パートナーシップ強化を目指す条件整備に向けた両国の絶え

間ない連携により、両国の経済協力が進んでいます。 

 両国の貿易高は３倍に増加しております。合弁会社の数は過去７年で９倍になりました。それ

から日本企業の参加により、エネルギー、化学、機械製造、ICT、地質、観光などの分野で90億

ドルを超えるプロジェクトが実施されています。注目すべきは、ここ数年、ウズベキスタンに直

接投資を行う日本企業が増加していることです。日本企業がウズベキスタンの市場で自信を持っ

て活動できるように、そのための環境を整えたいと思います。 

 多くの皆様が今年８月にタシケントでのウズベキスタン日本・ビジネスフォーラムへの参加準

備をされていましたが、延期になりました。我々は日本側のフォーラム延期の決定を理解し、受

け入れました。今回、大統領の指示により、我々ウズベキスタン代表団が日本に来ました。日本

の企業の皆様と全ての合意をとりまとめ、面談し、ウズベキスタン政府には日本の皆様のウズベ

キスタンにおけるビジネスの実現に必要な支援を提供する用意があることを保証するよう申し

付かりました。多くの企業が共同プロジェクト実施に関する文書の署名式に参加を予定していま

した。我々のデータによるとこのポートフォリオは120億ドルを超えます。共同プロジェクトが

実現するようにという意味でも今日の会議はとても重要な意味を持つと思います。そして、今後

のステップが実質的に実現するためのいい機会になると思います。 

 皆さまご存知のように、ウズベキスタンはここ数年で大きな変化を迎えています。中央アジア

の経済成長を引っ張っていく存在でもあります。我が国ではさまざまな改革が行われていますが、

詳細についてはここでは触れません。改革の成果が見られる、いくつかの数字を挙げたいと思い

ます。この７年間で外国投資額が10倍以上に増加しました。2017年の投資額は15億～20億ドルで

した。昨年の外国投資額は200億ドルになりました。そして今年は300億ドルと見込んでおります。

そしてもちろん、日本企業がウズベキスタンのインフラの近代化・産業の近代化に積極的に活躍

してくださることを大変期待しております。 

 具体的に我々が日本企業に参加していただきたいと思っているプロジェクト、重要分野につい

てお話ししたいと思います。第一に、今我々にとって大変重要な分野である天然資源の加工分野

です。特に付加価値の高い製品を作っていくことであります。我々は、日本のパートナーとクリ

ティカル・ミネラルと呼ばれる大変重要な鉱物の採掘・加工に協力していきたいと思っておりま

す。また、タンタル、ニオブ、その他のレアメタル、さらにウラン、銅、金、モリブデン、その

他の有用鉱物につきましても、ウズベキスタンにはたくさん埋蔵量がございますので、それを共

同で開発していきたい、そのために我々はあらゆる条件を整えていきたいと思います。JOGMEC



 

 

がすでにこの方向で作業を進め、探査などが行われております。このJOGMECとの協力関係は日

本企業とのこの方向性における新たな協力の基礎となるものと考えます。 

 ２番目はグリーン・エネルギー分野です。我が国はグリーン経済の構築を目指しています。我々

はここ２、３年間にわたり再生可能エネルギーを12％にまで増やしてきました。2030年にはその

シェアを40％に増やすことを目標にしております。この目標に沿って共同プロジェクトが予定さ

れています。外国資本を入れて300億ドル規模の新しいプロジェクトに取り組もうと思っていま

す。双日、豊田通商、住友商事、その他の日本の企業など、すでに太陽光発電所や風力発電所、

蓄電システムをつくり、協力を始めてくださっている会社に感謝しています。グリーン水素、エ

ネルギー・インフラのデジタル化、PPPに基づく投資誘致、電力および天然ガスの分配システム

の近代化や管理、といった分野で日本企業の更なる参加を促進していきたいと思っております。 

 ３番目に機械製造や自動車製造といった分野で伊藤忠、いすゞなどと長年にわたる協力の経験

があり、この分野のさらなる発展についても協議しています。また、住友商事とのあいだで今、

話が進んでいるのが中央アジアの貿易ハブをつくるということです。我々はすでにある経験を生

かし、また新しい企業の参加をお願いして、この分野を中央アジアにおいて伸ばしていきたいと

考えています。 

 また日本の企業の皆様にインフラ構築に参加をしていただきたいと思っております。本日の参

加者の多くが我々のインフラ向上に参加されていて、空港整備やエネルギーシステム、テレコム

システムなどで協力をすでにいただいております。 

 さらにウズベキスタンにおける熱供給システム、保健医療施設の構築、道路・鉄道建設などを

投資プロジェクトとして組んでいきたいと思っております。これらは総額で何百億ドルもの規模

になるプロジェクトです。日本企業の皆さまに積極的にこの方向性に加わり、貢献してくだされ

ばと思っております。 

 ウズベキスタンで長年、我々と一緒に働いてくださっている会社の代表の皆様に加えて、この

会場には新しくウズベキスタンに参入した、あるいは関心を持ってくださっている日本企業が加

わっていることを大変嬉しく思います。我々は意見交換を通じ、我が国におけるプロジェクトの

実現を図っていきたいと思います。 

 今日の代表団の中には、重要と考えている分野の省庁の代表を加えてきております。今、協議

が進められているプロジェクトについて、順次実施していくこと、そしてウズベキスタンと日本

との協力を実質的に新しいレベルに引き上げていくことを期待しております。 

 篠原会長が指摘されたさまざまな方向性、また課題につきましては、我々は努力をさらに続け

ていこうと思います。特にウズベキスタンの国名やその略称を社名に使うことができないという

問題については、長期に渡る外国企業との協力のもとで我々も検討を重ねてきておりますので、

近い将来に解決できるものと思います。  



 

 

松尾剛彦・経済産業審議官 

来賓挨拶 

 

 第17回日本ウズベキスタン経済合同会議の開催にあたり、経済産業省を代表して一言ご挨拶を

申し上げます。はじめに、本会議の開催を心よりお祝い申し上げます。クドラトフ投資・産業・

貿易大臣、ウズベキスタン日本経済委員会の皆様、そして、篠原会長をはじめとする日本ウズベ

キスタン経済委員会の皆様、本日御参加の皆様におかれましては、日頃より両国間のビジネスの

促進と経済関係の強化にご尽力いただき、感謝の意を表したいと思います。 

 本会議は1994年から概ね隔年で開催されてきており、前回ウズベキスタンで開催されて以来、

２年ぶりの開催となります。30年の長きにわたって本会議が継続されてきたのは、両国の良好な

関係に加えて、実際のビジネス案件が大きな成果を生んできたことの証左です。 

 本日お越しのクドラトフ大臣におかれては、６月に続き、本年２回目の訪日であり、日本から

も、本年１月に上月経済産業副大臣がタシケントを訪問してビジネスフォーラムに参加しており

ます。このようなハイレベルでの往来も、両国の結びつきの強さを示すものです。 

 これまで両国間では、1992年に外交関係を樹立して以来、発電所や肥料プラント、光通信イン

フラ等、様々な分野で協力関係を構築してまいりました。 

 今後の取り組みという観点から特に２点申し上げたいと思います。１つ目がグリーン・トラン

スフォーメーションでございます。先ほど大臣からもお話がございましたが、近年では、世界的

にカーボンニュートラルが大きな課題となる中、本年１月に、両国政府間でエネルギートランジ

ションに係る協力覚書を締結いたしました。二国間クレジット制度（JCM）等も活用しつつ、再

生可能エネルギー分野などにおいて日本の優れた技術を活用し、両国の排出削減に貢献する取組

を、今後とも強力にサポートしてまいります。グリーン・トランスフォーメーションを進めてい

く上で重要鉱物の開発というのも非常に重要な課題だと思っております。 

 さらに、DX分野等に関しても、日本の先進技術を活用した産業の高度化や、医療分野も含め

まして社会課題解決といった観点で、共にビジネスの可能性を開拓してまいります。昨日はデジ

タル人材育成・活用に係る政府間協力覚書を締結しました。この分野での協力もさらに進めてい

きます。 

 近年、ウズベキスタンの市場の自由化が進展し、経済が著しく成長する中で、今までに増して、

日本企業のウズベキスタンでのビジネス拡大が進んでいます。こうした中、本年８月には、「中

央アジア＋日本」対話・首脳会合や、ウズベキスタンでの首脳会談、ビジネスフォーラムの開催

を予定していました。残念ながら日本で起きた地震の影響により一連のイベントは延期となりま

したが、両国の経済関係強化に向けた機運は、ますます高まっています。 

 本日の会議が、この機運の高まりを踏まえた、両国にとって実り多いものになることを祈念い

たしまして、私からの挨拶とさせていただきます。 

 

 

 

 



 

 

＜報告前半：国際環境の変化に適応した 

日本とウズベキスタンの経済関係発展の新展開＞ 
 

徳田憲・日本ウズベキスタン経済委員会副会長／ 

住友商事㈱グローバル戦略推進部長 

報告「ウズベキスタンにおける住友商事の取り組みについて」 

 

 住友商事は、国内外に約130の拠点と約900社の連結対象会社を有する総合商社です。全世界に

展開するグローバルネットワークとさまざまな産業分野における顧客・パートナーとの信頼関係

をベースに、当社の強みを結集する９つの営業グループのもと、各事業領域で市場の変化やニー

ズを先取りし、産業の枠組みを超えた社会課題解決に資する価値創造に取り組んでおります。 

 当社は1994年にタシケント事務所を開設して以来、当初はトレードビジネスや無線通信サービ

ス事業等を通じて、ビジネス基盤を拡大して参りました。現在は主に化学品材料、農薬、鋼管な

どの輸入ビジネスに加え、2018年には、当社100％出資で「Summit Motors Central Asia」を設立し、

トヨタ自動車の卸・小売り販売を行っています。 

 Summit Motors Central Asia、通称SMCAは、高品質なトヨタ車を販売しており、お客様の安全

安心を第一に整備ネットワークを構築して参りました。2020年代初頭にはCOVID19の影響で年

間販売台数は100台程度にまで落ち込みましたが、ここ数年で店舗数も増えて着実に成長し、

1,000台の年間販売台数をうかがえる状況となっております。トヨタはハイブリッド車に強みを

持ち、ミルジヨエフ大統領が掲げる「グリーン経済、脱炭素社会の形成」に貢献できる車種を拡

充しております。SMCAも同モデルの市場投入・プロモーションを積極的に行っており、ウズベ

キスタンにおけるお客様のニーズを捉え、事業拡大を目指しております。 

 クドラトフ大臣にもご指摘いただきましたとおり、ウズベキスタンをトレードのハブ拠点とし

て中央アジアのビジネス拡大も測っていきたいと思っております。 

 ウズベキスタンの自動車市場全体から見ますと、SMCA事業は限定的な販売台数ではあります

が、単にウズベキスタンのモビリティ社会の発展に貢献するのみならず、同事業を核に、ハイブ

リッド車販売による「グリーン経済化」、ディーラー整備工などの「人材育成」、また政府による

車両調達案件を通した利便性向上など、様々な角度で、ウズベキスタンの人々の暮らしのさらな

る向上に貢献したいと考えております。 

 ミルジヨエフ大統領のもと、経済の自由化、市場開放、投資・ビジネス環境の改善が進んだ結

果、高い経済成長率を維持しており、ウズベキスタンが日系企業にとって、益々魅力的な市場に

なっていることは言うまでもございません。当社としても、幅広い事業領域と広範なグローバル

ネットワークを活かして、ウズベキスタンでさらなるビジネス拡大を検討しており、例えば、再

生可能エネルギー分野への参入を通じて、ウズベキスタンが掲げる「グリーン経済、脱炭素社会

の形成」に貢献していきたいと考えております。本日ご列席のウズベキスタン政府関係者の皆様

におかれましては、引き続きのご支援のほどよろしくお願いいたします。 

  



 

 

A.アリエフ・ウズベキスタン共和国投資・産業・貿易省次官 

報告 

 

 ウズベキスタンは非常に大事な発展段階にあります。ウズベキスタン政府は投資家にとってこ

の地域で最も魅力的な国をつくるために努力してきました。特にウズベキスタン政府は、経済の

自由化、法的基盤の簡素化、投資家にとってフレンドリーな環境の創出に特に注力しています。 

 投資家にとって有利な条件を作成するために2019年にウズベキスタンでは投資法が採択され

ていますが、現在、WTOの要求に適応した新しい投資法を制定したいと考えています。また、大

統領主導で外国投資家評議会が設立され、今年行われたその会合で投資家サイドからも法律を見

直すべきとの提言があり、ウズベキスタンでビジネスを行うためのポテンシャルを広げる新しい

法律を制定しようと考えています。 

 ウズベキスタンでは『2030年戦略』が採択されており、2030年までに総投資額2,500億ドルを誘

致する課題が設定されています。 

 ウズベキスタンはその戦略的な立地を利用して、欧州とアジアの市場をつなげるために様々な

取り組みをしています。それとともにウズベキスタンでは50億ドル以上を投じて航空ハブを建設

するという野心的なプロジェクトが実施されています。 

 ウズベキスタンの経済成長率は７％で、世界との貿易高は24％も増加しています。また投資も

対前年比で50％増加しています。 

 ウズベキスタンの市場は大きいです。人口は3,700万人で、毎年約100万人ずつ増えています。

ウズベキスタンでは55歳以下の人口が88％を占めていて、2,000万人が経済活動をしています。ま

た、ウズベキスタンは旧ソ連、CIS諸国との自由貿易協定を通じて、３億人以上の消費市場にア

クセスが可能になっています。またウズベキスタンはEUによる一般特恵関税の優遇制度である

「GSPプラス」締結８カ国の１つであり、6,000品目以上の商品を無税で欧州市場に輸出すること

ができます。 

 ウズベキスタンは鉱物資源が豊富で、天然ガス・金・ウラン・綿花の生産では世界でトップ10

に入っています。また、再生可能エネルギーの分野は世界トップクラスで、同分野に120億ドル

の投資をして発展させています。この分野で我々は日本企業とも積極的に協業しています。 

前述のとおり、ウズベキスタンの人口は急速に増加しており、2050年には5,000万人の大台に乗

ると予想されています。近隣諸国と合わせると１億人以上の消費市場となります。先ほど申し上

げたように、「GSPプラス」に入っており、この協定が最近2027年まで延長されました。 

 ウズベキスタンは中央アジアの中心という戦略的な立地から欧州とアジアの市場を狙うこと

ができます。ウズベキスタンは今年の夏から中国～キルギス～ウズベキスタンを結ぶ鉄道プロジ

ェクトの実現に積極的に参加しています。これは中国とウズベキスタンの距離を物理的に縮め、

ヨーロッパとともに東南アジアの市場へのアクセスをつなぎます。 

 ウズベキスタンの航空サービスも発展しており、現在、12の地域に空港があります。タシケン

トはCIS諸国で唯一、ニューヨークと東京に直行便が就航している都市でもあります。これは知

識や情報交換のために非常に有利です。そして、今は90カ国以上の人々がウズベキスタンをビザ

なしで訪問することができます。 

ウズベキスタンは天然資源が豊富で、日本の友人たちと様々な鉱物資源分野で協働しており、



 

 

EUや米国とはレアアース・レアメタルに関する協定を結びました。これは世界市場へウズベキ

スタンの製品を輸出するために非常に大事です。 

2017年まではウズベキスタンは主に農業国でした。綿花を栽培し、輸出していました。そこか

ら繊維産業を発展させて、綿花そのものではなくて綿花から作った製品の輸出が今では盛んにな

っております。現在、Posco、Silverleafe、Youngone、Indorama、Zelal Tekstilなどといった、繊維

産業の大手企業が活躍しています。 

化学産業も発展し続けており、新しい肥料と新しい化学製品を開発しています。Linde、Air 

Products、Thyssenkrupp、ACWA Power、Indorama、Honeywellといった世界的に知られている大手

企業がウズベキスタンに進出しております。日本企業にも積極的に化学分野に参加いただきたい

と思います。 

 また、食料安全保障の課題も非常に大事です。第３国の市場に輸出するため野菜や果物の加工

も非常に重要です。日本企業には豊富な経験があるので、この分野の発展に積極的に参加してほ

しいと思います。 

現在、ウズベキスタンには25カ所に経済特区が設立されていて、ビジネス進出にとって望まし

い条件が設けられています。我々は法基盤の改善に取り組んでいて、大統領のイニシアチヴで経

済特区に関する新しい法律の制定に向けた作業をしています。今までウズベキスタンの経済特区

は全て国が管理していましたが、経験を経てこのシステムを見直す必要があると考え、この分野

において経験豊かな世界のグローバル企業が運営する経済特区を設置し始めました。現在はトル

コ、中国、サウジアラビアが管理している経済特区があります。また、経験豊富な日本企業に対

しても土地を提供する用意があり、新しい経済特区の設立に参加いただけないかと思っています。 

 ウズベキスタンには、製薬や観光などに特化した経済特区もあります。例えば、タシケントで

は「タシケント製薬特区」という製薬企業に特化した経済特区がとても有利な条件を提供してい

て、５億ドルのプロジェクトが実施されています。 

経済特区の参加企業は投資額により４種の税金を免除されています。現在、我々はウズベキス

タン経済の多角化に向けた取り込みを行っています。ウズベキスタン投資・産業・貿易省は、皆

様のプロジェクトとイニシアチヴを成功裏に実施するために様々な支援を提供する用意があり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

（※以下報告資料より一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

山田晋平・㈱東洋トランス代表取締役社長 

小林創・㈱東洋トランス営業第二部 

報告「日本からウズベキスタンへの海陸複合一貫輸送」 

 

株式会社東洋トランスは1980年にジューロコンテナ航空貨物株式会社として創業し、ロシア・

CIS諸国を中心としたロジスティックスサービスを展開してまいりました。1994年に東洋埠頭株

式会社のグループ会社となり、東洋トランスに社名変更を行っております。弊社は1996年にタシ

ケントに駐在員事務所を開設しました。しかし残念ながら４年後に事務所を閉鎖いたしました。

その後中央アジアへはなかなか出店の機会がございませんでしたが、昨年、カザフスタンのアル

マトィに現地法人「東洋トランスセントラルアジア」を開設いたしました。 

平屋建て、延べ床面積と野積場面積あわせて１万800㎡の倉庫を運営し、通常の機能に加えて

太陽光発電を導入するなど、環境にも配慮した倉庫となっております。来年春には同じ敷地内に、

平屋建ての保税倉庫5,000㎡がさらに施工予定となっております。 

このような流れから当社グループは中央アジア地域における物流サービスの拡大への取組み

を加速しており、グローバルなサプライチェーンの安定化に積極的に取り組んで参ります。 

ウズベキスタンは世界に２カ国しか存在しない二重内陸国です。海へのアクセスが限られてい

るため、海上輸送にプラスして、鉄道やトラックを利用した海陸複合輸送サービスが使われてい

ます。 

現在は国際情勢の悪化にともないシベリア鉄道、スエズ運河を通るルート、バンダル・アッバ

ース港を経由するルートなど、使用リスクが高まっております。例を挙げますと、ジョージアの

ポチ港からカスピ海を経由して中央アジアに至るルートについてはインド向け貨物の増加、スエ

ズ運河での問題により、約90日の輸送日数が必要になり、使用しにくいサービスとなっているの

が現状です。 

一方で、安定的に利用できるサービスとしては全体の輸送量の約８割を占める中国港を経由し

てカザフスタンを通る鉄道ルートです。通常であれば日本からの輸送日数は約30日です。しかし、

今年の10月の最新情報では青島港で60～70日、連雲港で約30日の滞貨が予想され、国慶節から年

末年始、春節にかけて、物流需要が急増するため、港湾や輸送機関において一時的に混雑するよ

うなケースが増えています。要因としては、従来日本や韓国などの第三国から欧州、ロシア向け

に輸送されていたウラジオストク港を経由するシベリア鉄道が使用しにくいため、代替として連

雲港や青島港に貨物が集中することが挙げられます。 

鉄道代替えサービスとして、同じ中国港を利用したトラックサービスがあります。チャーター

トラックは荷主の希望に合わせて配送スケジュールを設定でき、経由地での港湾混雑に影響する

ことなく直行するため、輸送日数は約20日です。輸送スピードを重視する場合に有効です。また、

大型機械や重量物など、一般的な輸送では対応が難しい商品も安全に運ぶことができます。専用

の車両や設備を手配し、荷物に応じた輸送方法を柔軟に調整できるため、中央アジア向け海陸複

合輸送サービスでは、非常に使いやすいサービスとなり、当社でも多くの荷主様にご利用いただ

いております。論を俟たない課題も存在します。コスト面です。コストは販売競争力に大きな影

響を与え、結果として購買意欲を低下させます。そのため、運賃負担力のある貨物しか利用でき

ないサービスとなっているのが現状です。 



 

 

最後に、欠かすことのできない重要なBCPルートとして期待されているパキスタンのカラチ港

から、カブールを経由し、アフガニスタンのマザーリシャリーフからウズベキスタンのテルメズ、

タシケントを結ぶルートがあります。国の情勢やアフガニスタンインフラ事情などの不安定要素

もありますが、当社では重要視している新ルートになります。日本からの輸送日数が約40日です。

こちらの新ルートの開発については、ロシアや中国を経由することなく、輸送できるルートを確

保する狙いがあります。中国港を利用するサービスよりも海上輸送の距離を長くすることよって、

輸送コストが抑えられることが期待されます。 

また、国土交通省は国際物流の多元化・強靱化を図るため、様々な輸送手段やルートの実証試

験輸送を計画しています。この取り組みにおいて、弊社では官民一体となり11月にキルギスから、

ウズベキスタン・テルメスを経由し、パキスタンのカラチ港から日本まで、リファートラックを

使用した蜂蜜の輸送を計画しています。この輸送実験ではデータロガーを用いて、温度、湿度、

衝撃などのデータを記録する予定です。これにより、輸送中の環境条件を詳細にモニタリングす

ることが可能になります。 

これまでお話させて頂きました通り、中央アジアへの輸送に関しては、従来の輸送手段・ルー

トの代替え又は補完するような開拓、改善を常に行い、時々の世界情勢に応じ考慮された適切な

ルートを提供することが中央アジアでの物流サービスにおける最大の使命だと考えています。 

今後も継続して新ルートの開拓、改善を行っていきたいと考えております。 

 

  



 

 

F.タシプラトフ・ウズベキスタン共和国保健省次官 

報告 

 

国民の健康は国の経済発展にとって最も重要な要素であり、国民経済の基礎・基盤であります。

ウズベキスタンの大統領と政府は、医療制度の発展・近代化を国の最重要課題とし、医療を我が

国の社会政策の主要な対象であると定義しています。 

現在、我が国ではあらゆる面で大きな前向きな変化が起きています。古代、現代のウズベキス

タンの領土は２つの偉大なルネサンスの発祥の地でありました。ミルジヨエフ大統領のイニシア

チヴにより、今日の「新しいウズベキスタン」はまさに３つ目のルネサンスを生きています。こ

のことが国民を偉大な目標へと導き、鼓舞しています。 

ウズベキスタンの新しい医療は世界基準を満たす全く新しい革新的、かつ高度なシステムに変

わりつつあります。過去数年間でウズベキスタンの医療制度は全く新しいアプローチに基づいて

変更され、大きな変貌を遂げてきました。現在、国際機関の優れた専門家との協力で、ウズベキ

スタンの医療システム開発のための７カ年戦略「国民の健康2030」というプログラムが策定され

ています。医療制度の発展と全ての国民への質の高い医療サービスの提供のため、過去５年間に

この部門は40億ドルの外国投資を受け入れました。このうち15億ドルは官民パートナーシップの

枠組みで実施されているプロジェクトです。 

一方、2019年には「投資と投資活動に関する法律」、「官民パートナーシップに関する法律」が

採択されました。また大統領のイニシアチヴで「2024～2030年にかけてのウズベキスタン共和国

における官民パートナーシップの発展に関する措置」が承認されています。ウズベキスタンと日

本との関係は発展しており、ハイレベルでの会談や議会間協力、経済政治協力に関する政府や民

間の委員会の会合が開かれ、外務省や投資を管轄する省の間の協議も進展しています。 

これら全てが現代の国際関係システムの変化と世界経済と貿易の新しいモデルの形成を背景

とし、ウズベキスタンと日本の国家間関係のさらなる発展に貢献することは間違いありません。

我々の最も重要な責務は質の高い医療サービスを提供すること。その目的は国民の健康を守り国

民に健康的なライフスタイルを広く普及させることであります。そのため医療機関の物質的技術

基盤を強化することにしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

前田明・キャル㈱代表取締役社長 

報告「ITの力で企業と人材の繋がりを生み出す」 

 

 本日は弊社がウズベキスタンにおいて展開している取り組みと今後の展望についてお話しさ

せていただきます。 

 はじめに、弊社は1990年に創業し、IT業界におけるトータルソリューションを手掛けているグ

ローバルIT会社です。現在従業員数は2,700名を超えており、日本国内に16拠点、ウズベキスタン

を含む海外に３拠点あることが特徴の１つです。 

 日本国内では1,000社を超える取引企業があり、常時２万社以上との情報交換を行っておりま

す。取引企業の業種は多岐にわたり、ソリューションを提供するシステムは多種多様で、あらゆ

るジャンルのシステム開発に精通をしております。 

 日本国内では国の教育事業を請け負い、業界の未経験者にIT教育を行っております。2022年か

ら始めた本スクールですが、システム開発の分野において日本で最大規模の卒業生を生み出して

おります。 

 2015年からスタートした海外人材の採用については、昨年年間採用数120名を超え、2024年現

在、300名を超えるグローバル人材が弊社社員として活躍しております。今後さらに加速してい

くものと考えております。 

 2019年に設立したモンゴルオフィスにおいては無償の日本語教室も運営しております。コロナ

渦を経て、実質的に2022年からスタートしたモンゴルでの採用はすでに約40名を超え、この日本

語教室の卒業生も10名以上の入社実績があります。なお習得の早い生徒であれば、0レベルから

１年間でN2・N1の取得も可能としております。 

 さて、ここからが本題です。2024年４月にウズベキスタンでも拠点を開設することができまし

た。ウズベキスタンは、若く活力に満ちた労働力を有する国です。近年の経済成長は目覚ましく、

政府の積極的な改革により、ビジネス環境も急速に成長しています。ウズベキスタンでは５年後

には毎年100万人もの卒業生が生まれる状況になり、その人的リソースの雇用を生み出すことが

課題とされる国でもあります。そして弊社がその一端を担えるものと考えております。 

 日本の経済産業省が発表している日本国内のIT人材の供給動向のグラフによると、2030年には

最大約79万人のIT人材が不足すること、さらにIT人材の平均年齢は上昇の一途をたどると予想さ

れております。 

 弊社は、ウズベキスタンの雇用促進と、日本のIT人材不足解消のために、ウズベキスタンのIT

人材の受け皿となる企業になることを宣言いたします。そこでウズベキスタンにおける人的資本

への投資は、弊社の最も重要な取り組みの１つであります。 

 モンゴルで実施をしている日本語教育プログラムがありますが、同じようなスキームをウズベ

キスタンでも導入していきます。そして現地の学生や卒業生に対しての日本語を必要とするIT業

界への就職の促進を図って参ります。 

 さらにビジネスインフラの強靭化を図るためにも、ウズベキスタンの各大学との連携を深め、

在学中の早期日本語習得を目指してまいります。加えて日本のIT教育を提供し、優れたスキルを

持つIT人材を育成していく予定です。 

 すでにウズベキスタンのデジタル技術省をはじめとする各省庁や、タシケント情報技術大学な



 

 

どの教育機関と、IT人材への日本語教育や卒業後の弊社への就職支援の協力関係を示すMOUを

締結しております。 

 弊社へ就職後には、社員１人ひとりのキャリアパスを明確にし、成長の機会を提供しておりま

す。日本独自の企業文化と求められる高品質なシステム開発を実際に経験していただき、最終的

にはウズベキスタンでの技術還元を図っていきます。弊社で経験を積んだメンバーをウズベキス

タンでのブリッジエンジニアとし、弊社のオフショア開発を担っていただき、現地の人的リソー

スを最大限活用するとともに、ウズベキスタンの経済発展に貢献してまいります。さらにオフシ

ョア開発の中でも日本文化・日本語の教育を行い、日本就職も目指せる環境の整備も行います。 

 以上のようにウズベキスタンと日本のWIN-WINの関係を構築し、持続可能な社会経済発展の

実現に寄与して参ります。 

  



 

 

＜報告後半：産業高度化およびカーボンニュートラル分野における 

日本・ウズベキスタン協力発展の可能性＞ 

 

西谷毅・日本ウズベキスタン経済委員会副会長／伊藤忠商事㈱顧問 

報告「ウズベキスタンにおける産業高度化およびカーボンニュートラル分野に係る取組」 

 

先ず、弊社の概況について簡単にご説明いたします。伊藤忠商事は、1858年に麻布の行商で創

業したことに始まり、１世紀半にわたり成長を続けてまいりました。 

現在は世界61カ国に約90の拠点を持つ大手総合商社として、繊維、機械、金属、エネルギー、

化学品、食料、住生活、情報、金融の各分野において国内、輸出入及び三国間取引を行うほか、

国内外における事業投資など、幅広くビジネスを展開しております。 

弊社タシケント駐在員事務所は1996年11月に３名の小規模な駐在員事務所としてスタートを

し、主に、掘削リグに使用されるパイプ、TV塔向け通信機器、医療関連機器、建設機械等の輸出

を中心としたビジネスを行っておりました。現在では総勢12名の体制で活動しており、日本から

ウズベキスタンへの機械製品、飼料、生活用品の輸入のみならず、ウズベキスタンから日本を含

む海外へのウラン精鉱や塩化カリ等肥料関連の輸出も手掛けており、輸出入を通じてウズベキス

タンの経済成長に貢献しております。 

このような弊社の活動の中で、ウズベキスタンの産業高度化および世界的なカーボンニュート

ラルの実現に貢献する３つの取り組みについて、説明させていただきます。 

先ずは、弊社のウズベキスタンにおける最初の大型プロジェクトであり、2007年に日本企業とし

て初めて実行した、Samarkand Automobile Factory（SAF）への投資です。 

現在SAFでは1,400人以上の従業員の雇用を確保しながら年間約4,000台のバスとトラックを生

産するに至っており、2024年２月には累計生産台数５万台に到達いたしました。また、能力増強

に向け日々業務を行っております。 

これまで産業の高度化に資すべく、いすゞ自動車・伊藤忠から毎月のように出張者を派遣し、

技術移転に係る指導、5S活動（整理、整頓、清掃、清潔、しつけ）等を行ってきた結果、国を代

表する近代的な生産工場となっております。さらに2019年より、いすゞピックアップトラックの

生産、販売を行い、今年から新型ピックアップトラックの生産・販売も行っております。 

また、日本に技術者を招聘し、毎年その技術を世界のいすゞディーラー間で競う技術グランプ

リに、SAFは毎年参加者を出しており、世界的に誇れる技術を磨ける機会を提供し、産業の高度

化に寄与しております。 

２つ目の取り組みとしては、金属・資源分野にて2000年代後半より、15年以上にわたり良好な

関係を築いております「ナヴォイウラン」からのウラン精鉱取引がございます。2015年にフラン

スのパリで開催されたCOP21（国連気候変動枠組条約第21回締約国会議）において、2020年以降

の温室効果ガス排出削減等のための新たな国際枠組みとして「パリ協定」が採択され、21世紀後

半にカーボンニュートラルを達成することが、世界共通の長期目標として広く共有されておりま

す。このグローバルな取り組みにおいて、原子力エネルギーは温室効果ガス削減に寄与する役割

を担っており、ウランの世界的需要は益々増加しております。このようなグローバルな動きも受

けて、ウズベキスタンでは、VISION2030において、産業高度化をもって、ウランの生産量を2030



 

 

年までに現在の３倍とするVisionを掲げております。 

 弊社は本年１月に鉱業・地質省との間でウラン鉱業分野における協業に関する覚書を締結いた

しました。この覚書は、世界の原子力発電の発展に寄与するウラン生産の強化と効率化を支援す

るためのものであり、協業の継続、強化策の協議を行っております。この取り組みは、世界のカ

ーボンニュートラルに資するだけでなく、ウズベキスタンの鉱業分野の産業高度化にも資するも

のです。 

３つ目の取り組みとして本年８月29日付で、弊社、ウズキミョサノアト（Uzkimyosanoat; UKS-

ウズベキスタン化学産業公社）、東洋エンジニアリングの３社間にて締結した覚書「石油化学/肥

料分野における戦略的協業」について述べさせていただきます。本取り組みは、ウズキミョサノ

アト社がウズベキスタンで計画するガス関連プロジェクトを中心に将来の投資プロジェクト等

の実現に向けて、３社間にて協業を行っていくもので、当該分野における産業の高度化に資する

取組を今後進めていく所存です。 

 このように、弊社はウズベキスタンの製造業および鉱業における産業高度化と国際社会が求

めるカーボンニュートラルに係る取り組みを行っております。今ご説明申し上げました分野は先

ほどクドラトフ大臣からご説明いただきました重点戦略的な重点分野です。これに重なるものと

理解しております。今後も継続してウズベキスタンにおいて当該分野における活動を拡大して参

ります。ご支援をよろしくお願いいたします。 

  



 

 

A.カディルホジャエフ・ウズベキスタン共和国鉱業・地質省次官 

報告 

 

地質調査・探査産業へ投資家を誘致するための活動と政策について簡単に説明します。鉱業・

地質省は地質探査、採鉱、鉱業に関する政策を実施する政府機関です。ライセンスを発行し、探

査を調整し、鉱床を特定し、また全ての関連情報を収集しています。全ての地質資源利用の業務

は１つの窓口を担当しています。 

 法的枠組みの改革についてお話しすると、特に、EBRDの専門家とともにベストプラクティス

を用いた新しい地下資源法を作成し、データの信頼性や透明性、国際基準、環境保全、その他の

基本的な概念を定義しました。同法の規定を発展させるために多くの大統領令と政府決議が採択

されました。さらに国際的なコンサルティング会社PwC、BCG、McKinsey、DMTと協力して鉱山

会社の長期的な開発戦略を準備してきました。 

 したがって、2030年までに主要鉱物の生産で大幅な成長を達成する計画があり、特に金の生産

量は1.5倍で約500万oz、銅は3.5倍で50万ｔ、銀は３倍、ウランは2.5倍、鉄鉱は３倍に増やす予定

です。このため、260億ドルを超える大規模な投資プロジェクトを実施してきました。同時に、

鉱業をよりグリーンにするために総容量700MWの再生可能エネルギー施設の整備を始めました。 

また、地質調査や採掘を含むプロセスをデジタル化し、スマートテクノロジーを導入するため

の40件のプロジェクトも立ち上げました。年間4,000人の学生が訓練を受け、8,000人以上の従業

員がスキルアップしてきました。2024年には100億ドル以上の工業生産高、12億ドル以上の輸出

高、40億ドル以上の鉱業分野への投資が見込まれています。 

 鉱物資源に関して、ウズベキスタンは金、銀、銅、ウラン、タングステンなどの埋蔵量で世界

トップ10の国です。ご覧の通り、鉱業区域のインフラがかなり整備されています。また、潜在的

な鉱区のわずか40％しか探査されていないので、大規模な見込みがあります。そのため、我々は

地元の鉱山会社の需要も、外国投資家の要望も満たすために、地質採掘に関する長期プログラム

を検討し、調整しています（年間約２億ドル）。 

有利な投資環境を作るための具体的な施策としては、法制備を含め、BCGをはじめとする信頼

できる専門家とコンサルタントを起用しています。地質調査活動の規模を拡大するため地質調査

の段階に置ける税負担が軽減されています。特に土地税は廃止され、１ha当たりのライセンス料、

約2.7ドルのみ残され、巨大な税関支援も提供されています。さらに、生産段階では土地税は１ha

当たりの約300ドルにすぎず、これは他国と比べて遜色のない額です。金、銀、銅、ウラン採掘

のロイヤリティーも10％から７％に引き下げられ、タングステンやその他の金属は2.5％に引き

下げられました。加えて、利潤税はわずか15％と、かなり有利な条件となっています。 

ここではJOGMECとの協力を指摘させていただきます。JOGMECとはすでにウランやレアメタ

ルのプロジェクトで積極的に協力していますが、ここで取り上げたいのは、近年、非常にホット

な話題となっているクリティカル・ミネラルです。特に、リチウム、グラファイト、銅、アルミ、

マグネシウム、そして多くのレアメタルであります。 

 ウズベキスタンでは電気自動車やソーラーパネルに使用される鉱物がほとんど全て存在して

います。このグリーンアジェンダに関連してBCGとの協力関係を紹介したいと思います。これは

リチウムイオン電池工場「Giga」の構想です。28億ドル以上と評価されるプロジェクトです。こ



 

 

の分野で確かなプロジェクトを提供し、適切なパートナーを見つけることを楽しみにしています。 

ここで、資源に関するいくつかのプロジェクトを紹介します。例えば推定埋蔵量17万4,000ｔの

リチウム採掘にかかる、８億7,000ドルのコストが予想される「NURLIKUMプロジェクト」があ

ります。英国のSRKコンサルティングと協力して、このプロジェクトに関する国際基準に基づく

鉱物資源の推定埋蔵量とPFS報告書が作成されています。 

 次は「TASHKAZGANグラファイト鉱床開発プロジェクト」で、グラファイトの埋蔵量は1,000

万ｔ、グラファイト平均含有率15％、プロジェクト費用は１億6,000万ドルです。ドイツのDMT

グループと共同でPFS報告書を策定しました。 

 次のプロジェクトは「TUDAドロマイト開発プロジェクト」でマグネシウムの埋蔵量は2,100万

ｔ、投資総額約２億ドルです。あとは「ANGRENカオリン・プロジェクト」で、酸化アルミニウ

ムの平均含有率が25％のカオリン7,500万ｔの埋蔵量で、推定コストは３億ドルです。 

 「SULTONBOBOプロジェクト」は埋蔵量20万ｔ以上のニッケルとコバルトの開発です。次の

「SARYKULプロジェクト」はタングステンの開発ですが、プロジェクト費用は未定です。 

最後にいくつかの重要な点を申し上げたいと思います。良好な投資環境、強力な政府支援、多

角的な工業、低い人件費とインフラコストもあり、ウズベキスタンは投資先として最適だと思い

ます。当省は興味のあるパートナーにあらゆるサポートを提供する用意があります。 

 

 

（※以下報告資料より一部抜粋） 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

西川健史・双日㈱執行役員・インフラ・ヘルスケア本部長 

報告「ウズベキスタンの発展に向けた双日の取り組み」 

 

 本日はカーボンニュートラル・産業高度化の観点を踏まえ、ウズベキスタンにおける弊社のエ

ネルギー領域及びヘルスケア領域の取り組みについて紹介させて頂きます。 

 弊社は160年以上の歴史を持つ総合商社です。現在約50カ国で80社近くの事務所を展開し、400

社を超えるグループ会社を運営しています。また、当社には７つの事業部門があり、エネルギー・

ヘルスケア、自動車、航空・交通、金属資源、化学品などの領域でビジネスを展開しています。 

 弊社はエネルギー領域では、主に再生可能エネルギー、省エネ、火力発電や、ガス上流権益へ

の投資・運営事業に取組んでおります。 

 また、ヘルスケア領域では病院PPP事業や民間医療事業にも取組んでおります。近年では、ト

ルコでの2,700床の病院PPP事業、インドネシアでのLNG火力発電所事業、米国および豪州の省エ

ネ事業、台湾での大型洋上風力事業など、数多くの大型事業へ投資しております。 

 弊社のウズベキスタンにおけるエネルギー及びヘルスケア領域での活動に関して紹介します。

現在、ウズベキスタン政府、日本政府、JBIC、NEXIの協力の下、フランスのEDF社、カタールの

Nebras社、及び九州電力と共に、三菱重工製の最新鋭・高効率ガスタービンを活用した、1,600MW

の火力発電IPP事業に取り組んでいます。昨年３月より建設に着手し、2026年に運転開始予定で

す。本プラントはウズベキスタンにおける発電需要のおよそ10％に相当する電力供給能力を持ち、

従来の発電設備に代替することで、エネルギー効率の改善、CO2削減に貢献いたします。 

 弊社のウズベキスタンでの取り組みをさらに加速・拡大するため、今年の７月に双日タシケン

ト事務所を再開しました。開所式にはウズベキスタン政府及び日本政府関係者、弊社パートナー

企業等、多くの方々にご参加頂きました。また、その際には、ミルジヨエフ大統領及び様々な省

庁の方々との個別面談が実施され、ミルジヨエフ大統領始め各大臣より、弊社が進める各プロジ

ェクトに対し最大限のサポートを頂けるとの力強いメッセージも頂きました。 

 当社が開発を進めているプロジェクトのうち、再生可能エネルギー事業、病院PPP事業につい

て紹介します。今年１月にタシケントで開催されたウズベキスタン・日本ビジネスフォーラムに

おいて、ウズベキスタン政府と大規模風力発電事業1,000MWの開発に関するMOUを締結しまし

た。本プロジェクトはウズベキスタンのカーボンニュートラル目標達成に向け重要な案件と位置

付けられております。その後、ウズベキスタン政府との間で案件開発に関する主要条件の合意・

契約締結に至りましたので、カタール／Nebras社と共に今後本格的な開発に取り組んで参ります。

また、本プロジェクトにおけるJCMの適用も今後検討して参ります。 

 また、今年の７月にトルコのルネサンス社と共にウズベキスタン共和国保健省と、サマルカン

ド市での病床数約800床の総合病院の開発推進に関するMOUを締結いたしました。大統領、保健

省との面談時のご要望を踏まえ、本件は病院建設だけではなく、日本からの医師の教育支援など、

運営面での貢献も含めて検討していく予定です。 

 最後のまとめとなりますが、弊社のウズベキスタンでの主な活動は1990年代に始まり、現在、

先ほどご紹介した最新鋭・高効率ガス火力発電及び大型風力案件、総合病院案件の開発を推進し

ております。また、同国のさらなる産業発展に資する事業の推進を目的として、９月11日にウズ

ベキスタン政府と弊社にて、エネルギー、社会インフラ、交通インフラ、ヘルスケア等、幅広い



 

 

分野での新規事業の共同開発に関するロードマップを締結しており、本日その披露をさせて頂く

予定です。弊社といたしましては、様々な取り組みを通して、ウズベキスタンの持続的な発展、

カーボンニュートラルの実現や産業高度化に貢献し、さらには日本国との関係強化へと繋げてい

きたいと考えております。 

  



 

 

A.トゥラフジャエフ・JSC「ウズキミョサノアト」投資誘致局局長 

報告 

 

ウズキミョサノアトは中央アジア最大の化学製品メーカーです。20の子会社、13の工場を持

ち３万5,000人が働いています。現在までにウズキミョサノアトは200種類以上の製品を生産し

ております。2023年の年間生産高は12億ドルです。 

 2023年の輸出総額は４億9,510万ドルで、主な輸出先は、トルクメニスタン、ラトビア、タジ

キスタン、カザフスタンです。主な輸入相手国は中国で、そのシェアは15.6％です。また国際

格付会社フィッチ・レーティングスでBB（ダブルB）を得ています。見通しは安定的です。 

 日本の企業とのプロジェクトについてお話します。ナヴォイ州でのアンモニアと尿素の生産

プロジェクトが三菱重工と三菱商事との提携により実施され、2020年12月に試運転が開始され

ました。プロジェクト総費用は約10億ドル、生産能力は年間100万ｔを超えております。最新技

術の導入、排出量の削減、エネルギー消費量の削減、生産コストの削減が可能となっており、

今後数年間で尿素生産を拡大する計画です。 

 近い将来計画されているのが、ナヴォイ州にある尿素生産プラントの拡大で、伊藤忠商事お

よび東洋エンジニアリングとの共同で35万ｔの生産量を持つ新しい工場を建設予定です。現在

はフィージビリティスタディが実施されています。日本の技術を導入することで技術の信頼性

を高め、環境への配慮を向上させることができます。また、社会・経済的な効果も重要で、排

出量の削減、天然資源の効率的利用などの効果が得られる点から、このプロジェクトは非常に

重要です。 

 2010年から2021年にかけてウズベキスタンの二酸化炭素排出量は１億420万ｔから１億2,160

万ｔに増加しました。主な要因は、人口の増加、化学工業における生産の増加です。炭素排出

に対応するため、ウズベキスタンは「2019～2030年までのグリーン経済移行戦略」などグリー

ン経済への移行を目指した多くのイニシアチヴを展開しています。 

 ウズキミョサノアトは年間30万8,000ｔのCO₂排出削減を目標に掲げ、化学セクターにおける

カーボンニュートラルを積極的に支援しています。対策には旧式の設備の段階的な廃止、再生

可能エネルギーの導入、工場周辺の緑化などが予定されております。同社はまた、生産工程に

おけるグリーン技術の導入や電気設備への切り替えを徐々に進めています。 

 ESGとカーボンニュートラルに関して、ウズキミョサノアトはEBRD、ERM、KPMGと協力し

ており、企業気候変動行動計画と低炭素経済プログラムの実施について助言をもらっていま

す。 

 グリーン水素アンモニア製造プロジェクトについてお話しします。ウズベキスタンにおける

大規模なグリーン・エネルギー生産イニシアチヴであります。プロジェクト総額は20億ドルと

評価されています。主なプロジェクト指標としては、アンモニア生産能力が18万ｔ、再生可能

エネルギーの量は800MWに達します。プロジェクトは７万4,000ｔのCO₂排出削減を可能にし、

新規雇用を創出します。さらに、およそ560万㎥の天然ガス節約が可能になります。ウズベキス

タンのナヴォイ州がプロジェクトサイトとして選定されました。ジェネラルパートナーは

ACWA Power社でLinde社もプロジェクトに参加しています。プロジェクトは主に３つのフェー

ズに分かれています。第１段階はパイロットグリーン水素プラントで、すでに完成していま



 

 

す。稼働は今年末を予定しています。第２段階はグリーン水素アンモニアプラントの建設。そ

して第３段階はグリーン超低炭素アンモニアプラントの立ち上げです。 

 最後になりますが、ウズキミョサノアトは中央アジアの化学産業において重要な役割を果た

しています。我々は日本の会社と協力を進め、さまざまなプロジェクトを実施していきたいと

考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

佐藤雅俊・ヤグチ電子工業㈱取締役社長 

報告「小児弱視早期治療のための医療機器『オクルパッド』の 

ウズベキスタンでの臨床試験開始のご報告」 

 

 最初にヤグチ電子工業についてご紹介します。私たちは1974年に創業したOEMメーカーです。

当初はSONYのウォークマンを製造していました。その後、2000年にはCASIOのG-SHOCKという

時計をつくってきました。現在主に作っているのはアイリスという日本人なら誰もが知っている

家電製品です。開発試作を中心とした製造を行っています。 

 日本では2011年に大震災があり、福島の原子力発電所が爆発しました。そのときに自社オリジ

ナルの商品開発に着手しました。ポケットガイガーは、市民がスマホを使って手軽に放射線量を

測定できるセンサです。そのほかにも、COVID-19のパンデミックに対応するために、空気感染

のリスクを可視化するCO2センサも開発しました。 

 2013年には医療機器の開発に着手しました。これから紹介するオクルパッドを中心に、現在で

は３つの医療機器を製造しています。クラウドファンディングにも積極的に取り組んでいて、日

本の中小企業としてはトップの金額を集めることにも成功しました。 

 次に、本日ご紹介したい医療機器「オクルパッド」について説明します。皆様は弱視という子

供の病気をご存じでしょうか。世界で３％の子供が発症する目の病気で、片目の視力が弱い状態

を意味します。弱視は概ね８歳くらいまでに治療しないと治らないと言われています。 

 一般的な治療方法はアイパッチです。弱視ではない健康な目を１年ほど眼帯で塞ぐことによっ

て、強制的に弱視の目を強制的に使います。これによって弱視の目だけに視覚刺激を与えるので

す。しかし眼帯をした目がカブレることや、学校でいじめられる等の問題があります。ある研究

によると、患者はアイパッチを３割程度しか実施していないという研究結果があります。 

 そこで私たちが開発したのがオクルパッドというタブレットです。このタブレットを使えばア

イパッチをすることなく、弱視の目からだけ画面を見ることができます。しかも沢山のゲームが

入っています。子供はゲームが大好きなので、ゲームで遊ぶことが治療につながるのです。弱視

トレーニング専用に設計されたゲームで遊ぶことができます。 

 オクルパッドは片目を塞がないので、より脳への刺激が高まることがわかってきました。アイ

パッチ治療よりもより短い時間で視力が改善することがわかりました。アイパッチ治療よりも患

者の治療参加率（コンプライアンス）が高いこともわかりました。 

 インドでも同様の臨床試験を行いました。現在、RCTという方法で複数の国で臨床試験を行っ

ています。メタアナリシスという手法を使って、アイパッチよりも高い効果があることを統計的

に検証しています 

 最後にお願いがあります。私たちはこの技術をウズベキスタンの研究者と一緒に普及させたい

と考えています。また、現地で様々な医療機器を製造することにも興味があります。ぜひ私たち

の工場にも見学にいらしてください。 

  



 

 

F.シャイスマトフ・JSC「国営火力発電所」副社長 

報告 

 

 我々の火力発電所は国営企業で、ウズベキスタン国内にある発電所を管理しています。つい最

近まで電力における独占企業でした。2018年以降、独占企業が複数の企業に、大きく言えば、送

電会社と発電会社の２つに分かれました。 

 我々は長年、三菱商事、三菱パワーなどの日本のパートナーの協力を得て、発電設備の近代化

に取り組んでおります。いくつかの完了したプロジェクトがあり、これらのプロジェクトはウズ

ベキスタンにとって大変重要なプロジェクトです。 

 これは２段階のプロジェクトで、ナヴォイの火力発電所は450MWのプロジェクトです。

900MWの大型発電所であるトゥラクルガン発電所は、完全なグリーンフィールド・プロジェク

トで、ゼロから新しい場所に建てられました。タリマルジャンでは設備はほとんど日本製ですが、

韓国のパートナーと協力しました。規模は小さいですが、フェルガナ火力発電所では川崎重工、

丸紅と協力して17.7MWのガスタービンを設置しました。 

 現在進行中のプロジェクトの中ではとても大規模なものが２つあり、来年には稼働を予定して

います。これはトゥルアクルガンとタリマルジャンのプロジェクトで、1,000MWで最終段階にあ

ります。そしてつい先日もナヴォイの拡張プロジェクトを始めました。三菱とともにプロジェク

トを進めています。三菱の最新鋭のJクラスで650MWの出力になります。 

 今後のプロジェクトですが、ナヴォイはもう１つ650MWのタービン用にすでに拡張が始まっ

ています。火力発電所の建設を進めるにあたりフィージビリティスタディが行われています。現

在、プロジェクトは両政府間で調整中です。近い将来、資金調達に関する交渉がまとまることを

期待しています。それが成功すれば、このプロジェクトの実施という現実的な段階に移行するこ

とになります。 

 ウズベキスタンには鉱物資源、地下資源が豊富であるということは何度も本日の会議でも言わ

れてきました。長期にわたって、ウズベキスタンは天然ガスのネット輸出国でした。しかし、こ

こ数年人口が急速に激増（１年に100万人）しており、また国内の産業が盛んになっている背景

もあり、電力、エネルギーの需要が激増している状況です。そのため、ウズベキスタンは実際に

はこの重要な天然ガスのネット輸入国となっています。そのため、現在は代替エネルギーに注目

が集まっています。クドラトフ大臣も冒頭の挨拶で申し上げましたが、再生可能エネルギー、太

陽光エネルギーなどが今後の重要な位置を占めるものになります。水素エネルギー分野における

パイロット・プロジェクトの検討について真剣に取り組む用意があります。 

 今年末に水素3,000ｔのパイロット・プロジェクトが始まる予定です。グリーン水素の開発で最

終的には年間数十万ｔの生産ができるような計画がされています。本プロジェクトについて、今

回の訪日中に数社と話し合いを行いました。ご興味のある企業様がいらっしゃいましたらご参加

いただきたいと思います。 

 続いて、昨年完了しました弊社によるコジェネ・プラントによる発電・電力供給に関するパイ

ロット・プロジェクトです。現在、タシケント市では住民にはセントラルヒーティングで熱を供

給していますが、配電の際に熱と水の両方について大規模なロスが生じており、効率性を低くし

ています。この状況は、小規模発電のパイロット・プロジェクトを再検討せざるを得ませんでし



 

 

た。例えば、チランザル地区では4,6MWで住宅52棟、病院１軒、学校２校、幼稚園１校をカバー

しました。このプロジェクトは非常に効率がよく、既存のシステムと比べて有益でした。そのた

め、このプロジェクトを利用して規模を大きくしていきたいと考えています。そのようなガス設

備に関しては日本製の高性能の設備が大いに貢献すると思っています。最初のプロジェクトは

我々の予算で実施しましたが、将来的には投資パートナーを誘致し、官民連携（PPP）のスキー

ムによって行えるようにする予定です。ウズベキスタンへの投資を考えている皆様に、我々の経

験を共有し、どこでどういうところに問題があったのか、解決策をどう見つけたのかをお伝えし、

ロスを改善するための皆様の協力をお待ちしています。これは首都タシケントにおけるプロジェ

クトですが、首都だけではなく、最初はナマンガン、サマルカンドなどの100万人都市、さらに

ウルゲンチ、ブハラ、ナヴォイなど全国に拡大していきます。関心をお持ちの方々とはこのプロ

ジェクトについて議論したいと思います。皆様のご協力をお待ちしております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

前川信隆・(独)日本貿易振興機構(ジェトロ)理事 

報告「ジェトロのウズベキスタン事業のご紹介」 

 

 ジェトロのウズベキスタン事業について簡単にご紹介をさせて頂きます。まずアウトラインで

すが、ジェトロは、1958年に日本貿易振興会として発足し、2003年に政府関係の組織として新た

にスタートしました。東京に本部があり、日本国内に49の事務所を持ちます。海外のネットワー

クには56カ国で76カ所に事務所があります。中央アジアではウズベキスタン・タシケントに2000

年に事務所を構えています。ジェトロの主力事業の柱は４つです。１つは中堅中小企業などの海

外展開支援、それから農林水産物・食品の輸出促進、それからイノベーション創出支援、そして

最後は調査研究を通じた情報提供および通商政策への貢献となっています。中央アジアにおいて

は市場の特性から、中堅中小企業などの海外展開支援ならびに調査研究を通じた情報提供それか

ら通商政策への貢献に重点をおいて活動しています。 

 ジェトロが2000年にタシケント事務所を設立して以来、いろんな形で皆様にご協力いただいて

いますが、ウズベキスタンのビジネス環境に関する情報発信や、現地視察会の開催に加え、個別

の日系企業進出の支援を通じて、日本とウズベキスタンの経済関係の拡大に努めて参りました。

中でも2019年にミルジヨエフ大統領の訪日に機を捉えて「日本ウズベキスタンビジネスフォーラ

ム」を開催しました。その時大統領よりウズベキスタンの経済改革や、ビジネス環境の改善に向

けたイニチアチブについてお話いただき、日本企業の皆さまにも強い印象を与えられたと認識し

ております。日本とウズベキスタンの経済交流は着実に実りを見せていると認識しております。 

 従来、日本からウズベキスタンへの輸出は一般機械や自動車がメインでした。しかし最近では、

デジタル関係、エネルギー、教育、環境など着実に様々な分野での協力事例が出てきております。 

 日本のホテル事業大手HISの子会社が建設した「ホテルインスピラ・タシケント」のオープニ

ングセレモニーの様子です。2022年にオープンし、2023年には黒字達成、日本からの出張者もよ

く宿泊先として利用していると聞いています。「ジャパン・デジタル・ユニバーシティ」は日本

の遠隔教育サービスプロバイダー大手のデジタル・ナレッジが運営しています。 

 ビジネスの情報提供の発信についても我々は行っています。特にコロナでまだ活動が制限され

た時期にウズベキスタンの投資・産業・貿易省と協力してウェビナーを複数回も実施しウズベキ

スタンの各州に関するプレゼンテーションを行いました。 

 進出の日系企業のために必要なガイドや就労ビザや税制労務、そういった関係に関する情報を 

日本語で作成しています。皆様に幅広くご利用いただいております。 

 また実際の現場を見てもらうことが大切ですのでミッションもこれまで何回か組成しており

まして各州へのミッション派遣の他、2023年ITパークや教育施設の視察などを行いました。 

 それからビジネス環境改善に向けた提言のご支援ということで日本企業の実務担当者を集め

た意見交換会を行いました。課題の洗い出しとビジネス環境の比較、そういった結果をウズベキ

スタン政府に改善の申し入れを行いました。 

 日本政府の通商政策に資する事業として、要人をお迎えしたビジネスフォーラムもこれまでも

何回か実施しています。本年１月にタシケントにおいてクドラトフ大臣にもご参加いただき、エ

ネルギー分野やデジタル分野で、両国企業による12件の協力覚書が締結されました。また本年３

月に東京でも、サイドフ外務大臣のご参加を得て、ビジネスフォーラムを開催しました。環境・



 

 

教育分野での協力文書が披露されるなど、いくつかの大きなイベントを通じまして両国の協力関

係が着実に深まり広がっていることを実感しているところでございます。今後も我々ジェトロと

しまして両国の企業関係者にしっかりビジネス面の支援をしていきたいと考えております。 

 最後に、ミッション派遣のご案内です。ジェトロではウズベキスタンのIT産業に焦点を当てた

イベントを計画しております。ウズベキスタンは近年、開発拠点やアウトソーシング拠点として、

日本を含む外国の企業から注目を集めつつあります。ウズベキスタン政府もIT産業の振興に力を

入れているということでジェトロ・タシケントが主催しまして、現地視察、ネットワーキングの

機会を来年２月にご提供したく計画しておりますので多くのご参加をおまちしております。私か

らの報告は以上とさせていただきます。ありがとうございました。 

  



 

 

＜クロージング/議長総括コメント＞ 

篠原 徹也・日本ウズベキスタン経済委員会会長／ 

三菱商事㈱執行役員 グローバル総括部長 

閉会挨拶 

 

 尊敬するクドラトフ大臣閣下、ご列席の皆さま。日本側議長として、第17回日本ウズベキスタ

ン経済合同会議の閉会にあたり、本日の会議を総括したいと思います。 

 本日の会議では、ウズベキスタン側からは政府および産業界の代表より、電力、製薬・化学、

デジタル、イノベーション、地下資源採掘、農業と多岐にわたるビジネス案件の提案をいただき

ました。これに対し、日本側からは、経済委員会の会員企業の住友商事が同社の新しいビジネス

分野への取り組みを、伊藤忠商事と双日がカーボンニュートラルへの取り組みを報告しました。

そして経済委員会の会員企業以外からも、東洋トランスが海陸複合輸送、キャルがIT人材育成に

ついて、ヤグチ電子工業が医療機器における活動について報告をしました。 

 このように、両国の協力について、幅広い分野において、活発なビジネス提案と情報交換がな

され、有意義な報告が行われたことは、両国の経済関係が多岐にわたり緊密化していることを実

感させるものでありました。そして、本日の会議の成果として、このあとに実施する署名式にお

いて11件の協力文書が署名・交換されます。 

 本日の合同会議終了後も、関係者間で協議を継続することにより、新たなビジネスに結びつき、

さらに多くのプロジェクトが具体化していくことを期待しております。この点において、両国の

経済委員会は重要な役割を果たしており、合同会議を定期的に開催することが重要であると考え

ます。そこで、次回、第18回合同会議を双方に都合のよい時期に、タシケントで開催することを

提案いたします。 

 最後になりましたが、この度の有意義かつ充実した会議の開催に尽力いただきました両国関係

者の皆様、そして通訳の皆様に感謝申しあげます。それではご列席の皆様の益々のご発展とご健

勝を祈念し、私の第17回合同会議の閉会の言葉といたします。ありがとうございました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

L.クドラトフ・ウズベキスタン日本経済委員会会長代行／ 

ウズベキスタン共和国投資・産業・貿易大臣 

閉会挨拶 

 

 第17回日本ウズベキスタン経済合同会議開催にあたりまして、篠原会長をはじめとし、全ての

会員の皆様、そしてROTOBOの皆様に大変なご努力をいただいたことに感謝申し上げます。そし

て新たな会社の代表の方々のお顔を拝見することができたことを大変嬉しく思います。 

 今日の会議でビジネス情報を得ていただき、今後もウズベキスタンでのお仕事に役立ててくだ

さればと思います。そして今後も私たち一緒にROTOBOのご支援も得て、プロジェクトの拡大に

努めていきたいと思いますし、また日本ビジネスのウズベキスタンにおけるプレゼンスの拡大に

も努めていきたいと思います。 

 日本側の皆様方に是非、第18回合同会議に参加をいただきたいと思います。タシケントで開催

する予定です。篠原会長とご相談の上、その時期を決めたいと思います。もう一度、皆様本当に

ありがとうございました。大変実りある話し合い、議論ができたと思います。日本ビジネスの皆

様方をウズベキスタンでお待ちしております。 

 

  



 

 

＜文書署名・交換式＞ 

第17回日本ウズベキスタン経済合同会議において署名された文書一覧 

◆署名文書 

1． 第17回日本ウズベキスタン経済合同会議議定書 

 署名者：篠原徹也  日本ウズベキスタン経済委員会 会長 

／三菱商事㈱ 執行役員 グローバル総括部長 

  ラジズ・クドラトフ ウズベキスタン日本経済委員会 会長代行 

／ウズベキスタン共和国投資・産業・貿易大臣 

2． 国営企業ナヴォイウランと丸紅株式会社の協力に関する覚書 

署名者：成田鉄平  丸紅株式会社 原子燃料部長 

ハサン・サファロフ 国営企業「ナヴォイウラン」対外経済関係・貿易担当部長 

◆署名済み交換文書 

3． 石油化学／肥料分野における戦略的協業に関するフレームワークアグリーメント 

署名者：永松治夫  東洋エンジニアリング株式会社 取締役会長 

都梅博之  伊藤忠商事株式会社 代表取締役 副社長執行役員 

機械カンパニー プレジデント 

チムール・ムハメジャノフ JSC「ウズキミョサノアト」総裁代理 

4. ウズベキスタン共和国カシカダリア州ロラブラク東部鉱徴地（マンギット地区、バヤンカ

ラ地区、ミンジール地区）における共同地質調査の実施に係る協定書 

署名者：霜鳥洋  独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構 金属資源開発本部長 

アザム・カディルホジャエフ ウズベキスタン共和国鉱業・地質省 次官 

アヴァズベク・ダミノフ 国営企業「ヤンギ・コン」社長 

5. 協力協定書 

署名者：久保田博志 独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構 金属資源開発本部長 

畑洋平  伊藤忠商事株式会社 石炭・原子燃料部長 

アザム・カディルホジャエフ ウズベキスタン共和国鉱業・地質省 次官 

ジャモル・ファイズラエフ 国有企業「ナヴォイウラン」総裁 

6. ナボイ州メシェティ・ジャサガ・アクベルディ地区における共同地質調査の実施に係る改正

協定書No.2 

署名者：久保田博志 独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構 金属資源開発本部長 

畑洋平  伊藤忠商事株式会社 石炭・原子燃料部長 

アザム・カディルホジャエフ ウズベキスタン共和国鉱業・地質省 次官 

ジャモル・ファイズラエフ 国有企業「ナヴォイウラン」総裁 

7. The Strategic Roadmap between the Government of the Republic of Uzbekistan (represented by MIIT) 

and Sojitz Corporation on the implementation and the development of joint investment projects 

署名者：藤本昌義  双日株式会社 代表取締役 会長CEO 

ラジズ・クドラトフ ウズベキスタン共和国投資・産業・貿易大臣 

 



 

 

8. ウズベキスタン投資・産業・貿易省とI・T・O株式会社の連携に関する覚書 

署名者：内海二郎  I・T・O株式会社 代表取締役 

ラジズ・クドラトフ ウズベキスタン共和国投資・産業・貿易大臣  

9. ウズベキスタン工業試験人材育成プロジェクトにかかる覚書 

署名者：青木照護 株式会社ノーリツイス 代表取締役社長 

ラクスマトジョン・アクバロフ ウズベキスタン家具・木工業企業協会 会長 

10. 高等教育分野における相互の協力関係構築に関するLOI 

署名者：矢島敏男  株式会社KEIアドバンス 代表取締役 

シャフルフ・ダリエフ ウズベキスタン共和国高等教育・科学・イノベーション省 

第一次官 

11． 眼科医療機器の国際臨床試験に関する覚書 

署名者：佐藤雅俊  ヤグチ電子工業株式会社 代表取締役社長 

ファルホドジョン・タシプラトフ ウズベキスタン共和国保健省 次官 

 

 

（以上、当日署名／交換順） 

 


